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【要旨】 
日本の河川での高水流量観測において、安全かつ効率良く流量観測するための手法の開発が強く望まれている。

本研究では、様々な水理水文条件やニーズレベルに対応できる洪水流量観測技術として、洪水流量観測の無人（省

人）化・高精度化技術を河床変動条件下でも運用し、かつ、適切に校正するための技術開発を行う。具体的には、

1)リアルタイムに河積変化をモニタリングする技術、2)小規模河床波上の水面波・河床波・流況の同時計測によ

る非接触型流速計（電波流速計）における流速補正係数評価手法の改良、3)CCTVカメラ画像による画像処理型流

速計測システムの開発である。また、これらの技術の適用ガイドラインを作成し、それらの特長・適用範囲・精

度も踏まえた役割分担方策と洪水流量観測技術の新たな体系化を図る。（332字） 
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1．はじめに 
河道計画や危機管理において流量は重要な情報と

され、約 80 年の間、国土の基礎情報として蓄積され

てきた。流量観測としては、洪水中の浮子観測等に

よる水表面流速の観測の他に、洪水前後の河床高測

量が行われている。また、流量の算出方法は、主に

区分求積法と DIEX 法がある。 
区分求積法において流量Qは次式より算出される。 

∑ ×××= iisii hBUQ α ------------------式（1） 

ここで、αiは流速補正係数、Usiは表面流速、Biは区

分断面幅、hi は区分断面における平均水深、添字 i
は区分断面の番号を表す（図-1）。平均流速は表面流

速に流速補正係数を乗じて算出される。また、水深

は洪水前後のどちらか流積が大きい方が採用され、

区分断面毎に平均流速に乗じて合計し流量値を得る。

一方、DIEX 法は断面内に分布する点もしくは線上

の流速分布を用いて、運動方程式が満足するように

面的に流速分布を推定する方法 1)である。これらの

算出方法においては洪水中の河床高（水深）、流速補

正係数を一定と仮定しているが、特に大規模出水時

においては河床高の変化が発生し、それら算出方法

との大きな乖離をもたらすことがある。 
これまでの研究において、土木研究所は設置型流

速計を用いた無人自動観測と橋上操作艇搭載 aDcp
（超音波ドップラー流向流速計）を組み合わせた流

量観測手法を提案してきた。一方、aDcp 観測は水面

波高が高いときや流下物が多いとき等激しい流況に

おいて困難となる。また、そのような流況が発生す

る洪水においては観測員が観測地点に到達すること

が困難な場合もある。そのため、流量観測における

省人化や安全への配慮の観点から非接触型センサー

等による水位や流速の連続観測が導入され始めてい

る。特に CCTV カメラ画像から浮子を追尾すること

で効率的に浮子流速を検出する方法（PTV-浮子法）

が期待されている。さらに、浮子を投下することな

く CCTV カメラ画像のみの情報から、さらに低コス

トで多くの地点で流量観測を可能とする技術が急速

に期待を集めている。 
本研究では、洪水流量観測の無人（省人）化・高

精度化技術を河床変動条件下でも運用し、かつ、適

切に校正するための技術を追加開発するとともに、

CCTV カメラを活用した簡易型の流量把握手法を開

発することで、様々な水理水文条件やニーズレベル
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図-1 区分断面を用いた流量算出 

（αi：流速補正係数、Usi：表面流速、Bi：区分断面幅、

hi：平均水深） 
 



に対応できる次の 4 つの洪水流量観測技術を開発・

検証することを目的とする。 
1） リアルタイムに河積変化をモニタリングする

技術 
2） 小規模河床波上の水面波・河床波・流況の同時

計測による非接触型流速計（電波流速計）にお

ける流速補正係数評価手法の改良 
3） CCTV カメラ画像による PTV（Particle Tracking 

Velocimetry）法と組み合わせた改良型浮子測法

＝PTV-浮子法 
4） CCTVカメラ画像のみによる実用的な画像処理

型流量観測システム 
これらの技術の適用ガイドラインを作成し、それら

の特長・適用範囲・精度も踏まえた役割分担方策と

洪水流量観測技術の新たな体系化を図る。 
 

2．河積の無人・自動リアルタイム観測技術の開発・

検証 
 本検討では、二種類の音響測深機による観測結果

を示す。一つは単周波による実河川における洪水中

の河床変動の様子、もう一つは二周波による準実河

川スケールにおける単周波や aDcp との比較観測で

ある。 
2．1 単周波の音響測深機による観測 

2．1．1 観測方法河床高自動計測システムの概要 
 本報告で提案する河床高自動計測システムは音響

測深機、太陽電池、ロガー部、H 形綱で構成される。

また計測結果の検証の一つとして音響測深機の照射

域にリング法を実施した。システム全体の一例を図

-1 に示す。使用した音響測深機は指向角が 6 度、周

波数が 200 kHz のものであり、国土交通省の河川定

期横断測量業務で使用されているものである。ここ

で用いる音響測深機に関しては、ページの都合上示

さないが、 1,000 ppm 程度の高濁度環境下における

計測を行い、安定的な計測が可能であることを確認

している。次にシステム系統の一例を図-2 に示す。

同システムは太陽電池、補助として 12 V バッテリー、

充電コントローラ、リレー制御盤、デジタル用ロガー

部、自記記録計、測深機部で構成される。自記記録

計及び測深機は合計 3 台を 1 つの自記紙に記録でき

る多素子タイプのものを一部に採用した。またリ

レー制御盤を用いることで電力消費を抑えることが

できる。具体的には、観測は 10 分に 1 度、10 秒間

行われる。残りの 9 分 50 秒は電源を落として待機状

態となる。1 回の観測では音響測深機から 50 個の記

録が自記紙に描画される。このときロガーには 5 個

のデータが保存される。上記のデータ記録間隔は維

持管理の頻度、記録紙及びロガーの容量を鑑み決定

した。また維持管理時には、センサー設置状態の確

認、リング法の値の取得及び再設定、ロガー部の記

録・動作確認等を行った。また送受波器の下側にス

タッフをあて、送受波器と河床との距離を計測した。

なお自記紙を用いたアナログ値とロガーを用いたデ

ジタル値の両者を記録することでデータ整理の際、

より正しい結果を判定することが期待される。また

リング法の特徴に関しては参考文献 2)を参照された

い。 
2．1．2 設置位置 
音響測深機は 2 つの水位流量観測地点にそれぞれ

3 つのセンサーを設置した。今後は観測地点 A、B
に設置したそれぞれのセンサー番号として観測地点

（observ.）A1～3、 B1～3 と表記する。設置位置は

 太陽電池
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図-1 河床高自動計測システムの概念図 

 

 
図-2 システム系統図 

 



澪筋の中心や砂州の上部など河床変動が起きやすい

箇所、近辺に設置型流速計があれば同じ領域を照射

することを鑑み配置した。 
そのため音響測深機は aDcp 観測を実行するための

橋の上流側約 30 m に位置している。音響測深機の

仰角及び初期設置高に関しては表-1を参照されたい。

この表が示す H 形鋼に関して、水没は低水路に、非

水没は高水敷に設定していることを示す。またセン

サーに関して、水没は平水時でも常時計測をしてい

ること、非水没は平水時には計測していないことを

示す。これらの設置高は観測地点における洪水の頻

度とそのときの水位を鑑み決定した。 
2．1．3 観測概要 
 観測地点 A は河床勾配が約 1/950、河道幅が約

800m、セグメント 2-1 である。また同様に観測地点

B は河床勾配が 1/200 程度、川幅約 250m、セグメン

ト 1-H の河道特性を持つ。また観測地点 B は総合土

砂管理等で議論の対象になる河川で、土砂供給量の

比較的多い河川である。 
観測地点 A では合計 23 ヶ月間観測を実行した。そ

の間、A1 が水没する水位に到達した出水が一回、

A3 が水没する水位に到達した出水は数回程度で

あった。また観測地点 B においては合計 20 ヶ月間

観測を実行した。その間、B1 及び B2 が水没する水

位に到達した出水が十数回あった。 
全期間ではないが、同時に aDcpによる観測を行っ

た。観測地点 B においては洪水中の水面振動が激し

いことが想定された。aDcp 観測を遂行するにあたり

それに耐えうると考えられる橋上操作艇 3)を使用し

た。さらに早い河床面移動速度が想定されたため

VTG 情報を取得できる RTK-GPS を併用している。

これらの使用方法に関しては参考文献 4)を参照され

たい。また同観測は常に橋の下流側を計測するが、

測線は下流から 10m 付近を目指している。しかしな

がら橋上操作艇の操作が難しくなる場合は、下流か

ら 0～20m 程度まで動くことがあり、測線を一定に

することはほぼ不可能に近い。これもまた急流河川

で計測することのむずかしさである。最後に観測時

に使用した aDcp のコマンドを表-2に示す。 
2．1．4 観測結果 
1) リング法を用いた比較 

 図-3 は音響測深機とリング法の比較を示す。両軸

はリング法及び音響測深機から得られた最大洗掘深

である。それぞれのデータはリング法が計測されて

いる結果のみをプロットしているため、点数はあま

り多くはない。リング法は河床高自動計測システム

の定期的な維持管理と同時に行われているが、その

間に複数の出水があった場合計測値が不明瞭になる

こと、維持管理に入ったとしても水位が高く確認で

きない場合など、リング法の正当な結果を得ること

はそれほど簡単でない。それにしても両者は一対一

の関係にあるとは言い難いが良い比例関係にあるこ

とは理解できる。図-3 から得られた音響測深機によ

る最大洗掘深は 0.8 m 程度であるが、実際にはそれ

以上の洗掘深も観測されている。これ以降の章では

音響測深機から得られた時系列の計測結果の一例を

表-1 音響測深機の仰角及び初期設置高 

A1 A2 A3 B1 B2 B3

仰角, ° 33.9 34.4 43.0 54.0 50.4 52.8

設置高, m 1.21 2.8 1.6 1.4 2.1 1.25

H形鋼 非水没 水没 非水没 水没 水没 非水没

センサー 非水没 水没 非水没 非水没 非水没 非水没  

 

表-2 aDcp設定コマンド 

入力コマンド コマンド内容

BM5 ボトムトラックは通常観測モード

BP3 ボトムピングのピング数は３

WP3 ウォータピングのピング数は３

WB0 ブロードバンドモード

WF25 ブランク距離25cm

WM12 ハイスピードモード

WN40 鉛直方向測定層数

WS25 層厚25cm

WO5,0 WM12の詳細設定

WV205 Ambiguity速度が205cm/s

BX150 最大探地深度15ｍ  
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図-3 リング法と音響測深機の比較 

 



示す。 
2) 河床高自動観測の時系列結果 

 図-4 は observ. A2 で計測した河床高自動計測の観

測結果とそのときの水位変化及びリング法の結果の

一例であり、左縦軸を河床高、右縦軸は水位を示す。

この図が示す 1 日目 6 時頃の水位はこの時期の低水

時と比較すると 0.3m 程度高い。その後 12 時前から

水位が徐々に上昇を始め、18 時頃には 2m 程度の水

位上昇となる。これとほぼ同時に河床高は下がり始

め平均で 0.15m 程度下がる。その後、2 日目 6 時頃

になると急激に水位が上昇することになるが、この

間、落雷の影響から水位データの欠損とその後も不

連続な観測地が見られる。同時に音響測深機もデー

タ欠損となるが記録では最大で 9.5 m まで下がる。

その後水位が上昇すると共に河床高も戻り、0.2 mの

埋め戻しの結果、9.7 m 程度まで戻った。そのとき

のリング法の最大洗掘深は 0.48 m、0.1 m の埋め戻

しが確認されている。ここで興味深いのは水位が高

いときに河床変化が観測されるのではなく、水位変

化が大きいときに河床変化が大きくなることである。

またこのときの河床高は 5 cm 程度の振動をするが、

この程度の振動は河床変化がない場合でも起きる。

図ではリング法に関しても時系列データとして表示

されているが、実際にはこのような記録はなく、単

純に最大洗掘深と埋め戻し厚だけが得られた値であ

る。なおこのときの流量は 4,000 m3/s 程度である。 
 図-5は観測地点Bで計測した河床高自動計測の観

測値とそのときの水位変化の一例である。左縦軸は

水位と observ. B1 の河床高の計測結果（△）、右縦軸

は observ. B2 の計測結果（○）である。またそれぞれ

の河床高に関して自記紙から目視で読み出した値

（B1;▲、B2；●）も同様に示す。またこのときの aDcp
による横断観測が実行された時刻を水位データとと

もに■として表示した。図が示すように一日目 6 時

頃から水位が上昇を始め最大で通常よりも 2.5m 程

度高い値を観測し、24 時間程度かけて下がった。そ

の後 3 日目 0 時頃から上昇し、前日同様の水位を記

録した。このときの流量は、最初のピーク時で約

1,000 m3/s、次のピーク時で約800 m3/s程度であった。

この間、observ. B1 及び B2 の音響測深機は観測を開
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図-5 河床高（observ.B1,B2），水位の時間変化とそのときの aDcp観測の時刻 



始するが、途中水位が下がると B2 は計測しなくな

る。その後水位が上昇すると計測を始めている。ま

た B1（▲、△）及び B2（●、○）の結果が示すよう

に自記紙から得たアナログ値とロガー内のデジタル

値を比較してみると、デジタル値がかなり大きく振

動していることに対して、アナログ値は比較的振動

幅が少ない。このような傾向は特に B1 に頻繁にみ

られる。これはデジタル値が散発的にデータを記録

することに対して、アナログ値は連続的に記録結果

があり、それを目視で傾向全体としてトレースする

ため、計測結果に対してより信頼性が高い。B2 では

後述のような大きな河床変動がみられるが、アナロ

グ値も同様に大きく変動している。このことから両

者を見ても、一つの値だけが極大又は極小値を持つ

ときは少し注意が必要だが、複数の時系列値が同じ

ような値をとるとき、その値通り河床高が変動して

いると理解することができる。以後、音響測深機が

計測した河床高に関してはアナログ値（▲及び●；
observ. B# with C）を用いて議論を進める。 
 B1 は水位が上昇するにつれて計測を開始する。そ

の後水位のピークまで堆積傾向が続き水位のピーク

を過ぎると河床高は 1 m のオーダーで低下し、その

後 1 m 程度の範囲内で大きく振動する。その後徐々

に水位が下がり掃流力が落ちると、河床高の振動幅

も同様に小さくなる。その後 2 日目の 12 時頃から

12 時間程度の時間をかけ、振動はあまり大きくはな

いが、40～50 cm 程度の埋め戻し後、ほぼ初期河床

に戻ることが確認できる。さらに次の洪水波が来る

と同様に河床高の振動幅が大きくなり、掃流力の減

少とともに河床高の変動幅が小さくなり、初期河床

高に戻る。次に B2 が計測した結果に着目する。水

位と河床変動の関係は B1 とほぼ同様の傾向が見ら

れる。B2 の結果は B1 と比較すると振動幅が大きく

最大でも 1.5 m に及ぶことが特徴的である。B1 及び

B2 に共通するのは洪水波のピーク時に最低河床高

を示すのではなく、水位が徐々に下がり始めたころ

（例えば B2 の 2 日目の 1 時前頃）に河床高が最低

になることが明確に確認できる。 
 この節では観測地点A及びBにおけるそれぞれの

河床変動を説明した。これらは以下のように比較で

きる。図-4 は既往の知見を説明している。すなわち

出水中に河床高が下がり、その後埋め戻しにより河

床高が戻る。最深河床高は洪水中のピーク付近にあ

ると思われる。このとき戻った河床高は必ずしも初

期河床と一致するわけではない。一方、図-5 から同

様の知見は認められるが、河床波の波形はもう少し

複雑となり、洪水中であっても河床高の上昇と下降

が両方とも混在することが確認された。洪水規模や

河道特性が違うために単純に両者の違いを説明する

ことはできないが、明瞭な違いが確認された。 
3) aDcp横断観測結果を用いた比較 

 図-6 は aDcp で観測した河床高の横断分布、平水

時に計測された横断測量の結果（observation before 
flooding）を示す。ただしこの測量結果は必ずしも

aDcp 観測を行った洪水時に計測されたものではな

いため、この結果と aDcp の結果を比較することに

あまり意味はない。このとき aDcp の計測番号（obser. 
#）は図-5 の計測番号（obser. #）に対応する。さら

に河床高計測の横断方向の位置を observ. B1及びB2
として表示している。observ. B1、2 の位置はこの測

線から 40 m 程度上流側に位置している。また幅 7.2 
m 程度の橋脚がこの断面内に 2 本存在し、その位置

を P1 及び P2 として示す。この流量観測地点の河道

幅は約 250 m であり、この図の右側（120～250 m）

は高水敷となる。またこの図の縦軸は標高値である

が、図-5 と共通の座標を使用している。横断観測時

の水位は図-5の水位及びそれに対応する観測番号を

参照されたい。また図が示すように P1 の背後には

砂州があり、P2 の背後には深掘れが存在する。紙面

の都合上示さないが、この両者の河床高は aDcp の

計測断面が上下流に動くと同様に 0.5 m 程度の変化

がみられる。この変化は空間的な変動である可能性

が高いため、ここではこれ以上の議論はしない。こ

れ以降は、時間的な河床高の変動に着目するため、

横軸で言うところの 25～50 m、65～90 m の範囲に

限り着目することとする。 
 ■(obser. 1)は図-5 が示す洪水の第一波が通過する

前の河床高である。その後 aDcp 観測は●(obser. 2)で
ある 24 時間後まで計測されなかった。■と比較する

と●の左岸側は 0.5～1 m 程度高く、右岸側にはそれ

ほど大きな変化はなかった。またその後 obser. 2～3
の間に数回の観測結果（－）が示されているが、こ

の間には大きな河床変動は存在しない。ここで再度

図-5 を見直すと、同様の傾向がみられる。 



 図-7 は図-6 と同じ形式の図である。aDcp による

観測は obser. 4～5 の間の 17 回程度実施され、その

計測結果を図に示す。ただしこの間の水面変動は激

しく計測条件が必ずしも良いとは言えない。そのた

めなのか、そもそもの河床形状がそうなのか、局所

的な凸凹や河床高が若干ギザギザしているように見

えるが何れにしても他に比較できないため判断がつ

かない。そのような制約があるなかで言えることは、

左岸側の河床変動の幅が 0.5 m 程度あること、右岸

側の河床変動幅は 1～1.5 m であることである。図-5
が示すように、このような傾向は上流側の音響測深

機でも同様に計測されている。aDcp の観測地点と音

響測深機の計測地点は縦断方向に 40 m 程度離れて

いるため詳細に両者を比較することはあまり意味が

ない。しかしながら、音響測深機が示した大まかな

傾向は aDcp が計測した結果でも説明できることが

理解できた。 

2．2 二周波の音響測深機による観測 
上記までは単周波の音響測深機による計測結果に

ついて述べてきたが、ここでは、二周波の音響測深

機による計測結果について示す。一般的に音響測深

機は周波数が低くなるほど濁度に強い傾向がある。

そのため、本検討では、二周波それぞれの計測結果

を用いて洪水中の層流砂層表面と理論河床を検出し、

その差から河床変動可能層厚を推定する。 
2．2．1 観測方法 
使用した音響測深機は Teledyne Odom 社製 CVM

（以下、CVM）で 200kHz と 33kHz の二種類の周波

数を有しており、それぞれの周波数における水深を

同時に計測することが可能である。真値の観測のた

めに用いた音響測深機は千本電機社製の PDR-1300
で、周波数は 200kHz のみである。CVM は橋上操作

艇の中心に艤装され、PDR-1300 は操作艇の船尾に

CVMと同じ喫水深さになるように艤装されている。 
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図-6 aDcp で観測した河床高の横断分布 
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図-7 aDcp で観測した河床高の横断分布 



観測地点は千代田実験水路であり、後述する河床

波の観測よりも上流側で行われている。千代田実験

水路の詳細については次章を参照されたい。 
2．2．2 観測結果 
図-8 に観測結果を示す。CVM1 (200 kHz) は

PRD1300 (200 kHz) とほぼ同じ時系列変化を示して

いる。また、参考値として aDcp(600kHz)による計測

結果を示しており、これら 2 つの音響測深機による

観測結果よりも浅い値が示されているが、その差は

平均して 0.08m 程度であるため、ほとんど同じ水深

を計測している。aDcp による観測は CVM 等を艤装

した橋上操作艇の約 1.8m 左岸側で行われている。

後述するように、この観測において小規模河床波が

発生しており、河床高が縦断方向に周期的に変化し、

横断方向には一様に分布しているため、aDcp による

計測結果は同じ河床波を計測していると考えられる。

一方、CVM2 (33kHz) はこれら 3 つの計測値よりも

大きな値を示している。これは、流動層表面よりも

深い位置を計測していると考えられ。潜在的な最深

河床高と言える。 
 

3．非接触型流速計（電波流速計）における流速補

正係数評価手法の改良 
3．1 実験水路及び実験条件 

本検討では北海道開発局帯広開発建設部が実施し

ている十勝川千代田放水路における水路実験の一部

を使用している。図-9 にその概要を示す。流れは右

から左であり、左岸側は鋼矢板、右岸側はコンクリー

トブロックで 1:2 の勾配を持つ斜面となる。実験水

路の本来の全幅は 30 m であるが、実験水量の制約

から河道を鋼矢板で区切り、水面幅 16 m の実験区

画で実施した。なお移動床は低水路部の 8 mであり、

水深は最大で 4 m を確保することが可能である。図

の P###は最上部からの距離を m 単位で示す。また

◇の位置には合計 7 個の簡易水位計を設置し、水面

勾配の観測を実施している。またこのときの河床材

料は d50 が 16mm、均等係数（d60/d10）は 8 である。 
観測機器は、マルチビームソナーと aDcp を組み

合わせたもので、流況と平面的な河床高分布の同時

計測を行うシステムである。観測機器の詳細につい

ては参考文献 5)を参照されたい。この観測システム

を図-9 中に”Observation area”で示す範囲において上

下流に動かし、小規模河床波の観測を行った。 
本実験施設は上流端に稼動堰を設け、その開度に

より流量を調整している。本観測では通水開始から

１時間 30 分でピーク水位に到達し、その後 2 時間半

程度定常的に通水し、同様に一時間半程度の時間を

かけて通水を停止させている。このときのピーク水

位は 2.5 m、ピーク流量は 100 m3/s であった。図-9
に示す P473.5 で計測した水位ハイドログラフと観

測時間帯を図-10 に示す。水位が 1.2ｍを越えた辺り

から観測を開始し、図-9 に示す縦断方向 25ｍの範囲

内において、側岸から重機のアームを伸ばして舟艇

を係留し、重機を移動させることによって上下流方

向に観測を行った。縦断片道１回あたりの観測は 2
～3分程度を要し、往復合わせて合計63回実施した。

当該システムの計測限界はボートの耐用流速に依存

するため具体的な性能は未検証であるが、流速 4.0 
m/s 程度が限界と推定される。 
3．2 観測結果 
3．2．1 鉛直流速分布、平面河床高分布 
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図-8 二周波の音響測深機の計測結果の比較 
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図-9 実験水路の概況 

 
図-10 水位ハイドログラフ(計測位置 : P473.5) 

 



図-11に10:25分頃実施した観測結果の一例を示す。

上図が aDcp で得られた縦断流速分布(縦断図)、下図

がマルチビームにより得られた河床形状(平面図)で
あり、高さは実験開始時を起点とした標高で示した。

流れは図の左から右向きであり、流速値は流下軸に

そった成分を用いた。aDcp の河床形状はマルチビー

ムの測深結果をあてはめている。aDcp、マルチビー

ム共に同じ形状の Dune が形成されていることがわ

かる。ここでは二波長程度の波が計測されており、

波高が 0.6 m 程度、波長が 10 m 程度である。流速分

布に関しては、上層付近で最大 3.6 m/s の流速が計測

されている。また河床付近の流速を見ると、トラフ

部分では流速が遅く、クレストの上部あたりは流速

が早い傾向にあり、これは全ての観測結果に共通し

て見られた。 
3．2．2 一次元縦断水位・河床高分布 
上記で得られた結果を用いて、図-12 に流速補正

係数、河床面移動速度、RTK-GNSS より得られた水

面高、河床高を示した。本項では、水位・河床高分

布について示し、他の観測結果については次項意向

で示す。 
水面波高は0.1m程度で波長が10m程度であった。

河床高と比較すると同じ波長で逆位相であることが

わかる。これは Dune が水面波形と逆位相で出現す

るとされる既往の知見と整合する。 
3．2．3 流速補正係数 
流速補正係数は表面流速と鉛直方向の平均流速の

比であり、aDcp による計測結果から計算している。

なお、aDcp の第１観測層は水面下 27cmとなるため、

表面流速値は対数則で外挿補完を行った。 
クレストの上（X=14～16）近傍では 0.9 から 1.1

程度の値となり、トラフの上（X=5～7）近傍では

0.75 から 0.8 程度、河床波の背（X=9～14）近傍で

は 0.80～0.90 の範囲において徐々に値が大きくなる。

X>16 が示す隣の河床波上の流れや、他の実験ケー

スにおいても数値に若干の違いがあるものの、これ

らの結果は河床波上の流況から派生する流速補正係

数の特性を体系的に説明しているものと考える。こ

のような傾向は、これまで解明されてきた開水路に

おける河床波上の鉛直流速分布、例えば吉川 6)が紹

介したクレストとトラフそれぞれの特徴と一致する

ことから、本観測結果は理論的にも整合の取れた結

果であると著者らは考える。 
3．2．4 河床面移動速度 
河床面移動速度は aDcp のボトムトラックと

RTK-GNSS の差分から算出した。河床面移動速度に

関しては、クレスト付近では値が大きく、最大で 0.9 
m/s 程度となる。またトラフ近辺では最小で 0.1 
cm/s 程度となる。このような傾向は萬矢ら 7)の主張

と整合する。 
本報では紙面の都合上すべての結果を示すことが

できないが、観測された全ての結果において、ここ

で示したような水面高と河床高の逆位相関係、およ

び河床面移動速度と河床波の縦断位置関係について、

同様の結果が得られている。これらは実験水路など

で得られた既往の知見と整合するが、実河川の中規

模洪水クラスにおいて実証できたことは意義が大き

い。 
 

4．CCTV カメラ画像を活用した実用的な流量観測

技術の開発・検証 
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図-11 得られた観測結果の一例 

（上図：aDcp 流速，下図：マルチビーム河床高） 

 

図-12 得られた観測結果の一例 

（流速補正係数，河床面移動速度，水面高，河床高） 



4．1 流速計測に適したカメラの選定に関する検討 
4．1．1 高水流量観測に適した CCTVカメラの選定 

九州地方整備局管内の直轄 20 水系には，河川の空

間・施設監視を目的とした 513 基の CCTV カメラが

設置されている。このうち、①流量観測所近傍にあ

り、②旋回・ズーム機能を具備する、の両条件を満

足する機器を抽出したところ、高水流量観測に活用

が可能な CCTV カメラとして、75 基が選定された。

選定した CCTV カメラについて STIV による高水流

量観測を図-13 に示す実施手順により観測・解析を

行った。 
4．1．2 CCTVカメラのプリセット 

CCTV カメラは河川空間・施設監視を標準の目的

とするため、画角も上記の目的に応じた形でプリ

セットされている（以下、標準プリセットと称する）。

そのため、画像処理型流速測定法の撮影装置として

CCTV カメラを用いるにあたっては、同手法に最適

化された専用画角をプリセットする必要がある（以

下、画像解析プリセットと称する）。画像解析プリ

セットは、本研究で採用する PTV や STIV の特性や

観測対象洪水規模、実運用における簡便性などを考

慮し、①流速観測精度の向上のため河道の横断方向

を望む、②対岸の計測精度の向上のため俯角を極力

大きくとる、③画像解析に必要な水面状況を出来う

る限り撮影でき、かつ、太陽光の直射等による白飛

び・黒つぶれを防止するために空を画角に含まない、

④計画規模を越える大出水でも計測できるように左

右岸水面際までを画角に含む、⑤流量算出に必要な

水位計測地点の基準断面あるいは第一見通断面・第

二見通断面のいずれかを画角内に含む、といった点

に留意して設定した（図-14）。画像解析プリセット

の一例を図-15 に示す。 
4．1．3 CCTV動画の録画準備 

既設CCTVカメラは録画機能を有していない機器

も多い。また、録画機能を有する場合でも、録画容

量の制約から、1～2 週間程度で古いデータから上書

きされることが多い。そのため、対象機器の録画機

能について確認を行い、洪水後のデータ回収方法を

事前に把握した。 
4．1．4 標定点の設置と 3次元測量 

ピクセルと時間の情報しか持たないCCTV撮影画

像から流速（m/s）を算出するためには、同画像中に

3 次元空間座標が既知の標定点が存在する必要があ

る。また、標定点は既往の研究事例など 8)~10)から、

①少なくとも 6 点以上、②流速計測範囲の周辺に水
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△
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図-5 CCTV カメラの画像解析プリセット結果 
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図-6 上下流方向の画像解析プリセットの一例 
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図-13 CCTV カメラと STIV による高水流量観測の実施手順 

 

⑤基準断面あるいは
見通し断面

流量観測所近傍の
CCTVカメラ

②俯角を大きく
③空を含まない

④左右岸水際
までを含む

①河道横断方向

 
図-14 高水流量観測に適したCCTV カメラの配置および 

画像解析プリセットの模式図 
 

流速計測範囲

 
（a）大野川白滝橋付近 

流速計測範囲
 

（b）大分川府内大橋付近 
図-15 画像解析プリセットの事例（左：標準プリセット，

右：画像解析プリセット） 



平・鉛直方向ともに満遍なく必要で、③既設構造物

の活用、④確実に視認可能な色や大きさで配置し、

測量を実施した。また、標定点と合わせて、CCTV
カメラレンズの位置の測量も実施した。 
4．1．5 幾何補正精度 

幾何補正は画像処理型流速測定法に不可欠な手順

のひとつであり、幾何補正精度が PTV や STIV によ

る流速観測精度に与える影響は大きい。本研究では、

幾何補正精度の検証として、標定点座標の計算誤差

を評価しており、その際には平面座標の実測値と座

標変換値の差を算出した。図-16 に肝属川王子橋観

測所における標定点の実測値・座標変換値の平面分

布を示す。同図から、CCTV の対岸側で標定点の実

測値と座標変換値にややズレが認められる結果と

なった。さらに、定量評価として、縦断・横断方向

の標定点間距離の誤差、全体の画角に対する検証の

ため多角形の面積誤差も合わせ算出した。縦断・横

断方向の誤差はそれぞれ 2.2%、1.9%、解析エリア周

辺の面積の誤差は 3.7%と十分に小さかった。河道幅

が大きい場合などは、対岸側での標定点の視認性が

低く、画面上での標定点の位置設定に誤差が生じ、

幾何補正に誤差が生じる場合がある。このため、幾

何補正精度の管理を適切に行い、十分な精度が確保

できない場合には、画面上での標定点位置を見直す

といった調整を行う必要がある。 
4．1．6 遠赤外線カメラを用いた高水流量観測の概

要 

CCTV カメラは、既存ストックの活用により低廉

なシステム構築が可能な点で優れている一方で、光

量が不足する夜間の撮影では、動画像による画像解

析が困難である。そこで、夜間でも明瞭な撮影が可

能な遠赤外線カメラによる流量観測システムを山国

川柿坂観測所に設置し、平成 26 年 4 月より連続モニ

タリングを行っている。同観測システムは、表-3 に

示す機器により構成されており、図-17 に示す様に

現地に施工されている。遠赤外線カメラの画角は、

第一見通～第二見通区間の全域を撮影域に設定する

ことが困難であったため、第二見通断面での STIV
解析を想定した画角設定を行い、機器を固定した。

さらに、STIV の解析対象である表面流速に作用する

風の影響を考慮するため風向風速計を設置し、連続

モニタリングを実施している。標定点の設置や画像

処理による流速測定、流量算出の手順は CCTV カメ

ラと同様である。 
4．2 CCTVカメラの適用にあたっての課題 

4．2．1 CCTVカメラの画像解析プリセット 

九州地方整備局管内の水位観測所近傍に設置され

ている CCTV カメラ 75 基の CCTV に対し、画像解

析プリセットの設定を試みたところ、概ね 8 割につ

いては良好な画角設定が可能であった（図-18）。一

方で、良好な画像解析プリセットが困難であった理

由としては、①CCTV カメラが河川のごく近傍に位

置し、横断方向では水面が捉えきれず、上下流方向

に画角設定を行わなければならかった場合や、②

王子橋 実測値
計算値

CCTV

 
図-16 幾何補正精度のチェック（王子橋） 

 
表-3 遠赤外線カメラによる流量観測システムの構成 

（山国川水系山国川 柿坂観測所） 
機器 仕様 

遠赤外線カメラ VGA，焦点距離 16mm 
スタビライザー 風によるブレ防止 
エンコーダー H.264，MPEG-4 への変換 
画像録画装置 500GB，リムーバブルハードディスク 
風向風速計 表面流速補正用 
カプセル型水位計 STIV 計測断面水位の計測 

 

風向風速計

遠赤外線カメラ

スタビライザー
エンコーダー
画像記録装置
電源設備

基礎コンクリート

 

図-17 遠赤外線カメラによる流量観測システム 
（山国川水系山国川 柿坂観測所） 

 



CCTV カメラ前面の樹木・橋梁などにより適切な画

角設定が困難な場合が見られた。 
撮影方向を上下流方向とした場合には、図-19 に

示すように、標定点の設置が困難で、流速解析エリ

アが遠方で低俯角となるために、十分な流速算出精

度を保持するために必要な検査線解像度を確保する

ことが困難となる。 
4．2．2 標定点設置について 

幾何補正に必要となる標定点設置にあたっては、

現地環境や CCTV カメラの性能から、設置が困難、

または、設置しても視認が困難となるケースがあっ

た。前者は、山付きの河道や樹木繁茂で標定設置箇

所にアプローチができない場合が多く、後者は堤間

幅が広い河道で対岸までの距離が長く標定点の視認

性が困難となった。 
標定点の設置が困難な場合には、河道内の岩など

を標定点として代用することが可能であり、その際

には、類似物との取り違えに注意した。標定点の視

認が困難な場合には、対象物の着色により視認性の

向上が可能であった。また、両問題への解決策とし

て、カメラの設置角度を計測することで、幾何補正

に必要な標定点数を減じる手法 11）も提案されてお

り、これらの組み合わせにより必要十分な標定点

データを得ることが可能となる。 
4．3 浮子-PTV法の適用性の検討 
4．3．1 観測結果 

 平成 25 年度の秋松橋水位流量観測所における画

像解析法と浮子測法による高水流量観測は、

H25/8/25 及び H25/8/30 の出水時に実施した。

H25/8/25 は 5 回、H25/8/30 は 3 回の観測を実施して

おり、本研究では H25/8/30 の観測結果を示す。画像

解析法による浮子流下速度は、第 1 から第 2 見通断

面区間の流下区間長を浮子の流下時間で除すること

で算出し、その際、第 2 見通断面まで浮子を視認で

きなかった場合には浮子流下速度は欠測と見なした。

流量算出は、従来からの浮子測法に準じ、浮子流下

速度に更正係数を乗じることで水深平均流速を算出

し、区分求積法により流量を算出した 1)。 
 図-20 に H25/8/30 の第 1 回目（16:12）と第 3 回目

（23:31）における浮子測法と画像解析法（浮子 PTV
法）による浮子流下速度横断分布図を示す。画像解

析法により浮子流下速度を算出できた場合は、従来

の浮子測法と画像解析法による浮子流下速度が良好

に一致していることが分かる。図-21 に、浮子測法

と浮子 PTV 法による測線毎の浮子流下速度の相関

図を示す。これより、浮子 PTV 法と浮子測法でその

誤差のほとんどは 5％以内であることが分かる。 
 図-22 に H25/8/25 及び H25/8/30 での高水流量観測

の浮子測法と画像解析（浮子 PTV 法）による流量の

相関図を示す。ここでは、3 つの測線全てについて

見通し区間全体を視認できた 2 回の流量値のみを示

している。これより、画像解析（浮子 PTV 法）によ

り全ての浮子流下速度を解析できた場合は、両者の

流量が良好に一致しており、浮子測法に対する相対

誤差は 1％未満と極めて小さい。 
4．3．2 留意事項 

 浮子の流下状況をビデオカメラ画像上で視認でき

ても、画像解析法により浮子流下速度を算出できる

場合とできない場合がある。浮子流下速度を算出で

きなかった理由として、①レンズに雨滴が付着する

ことで生じた視認不能範囲を浮子が流下する場合が

あり浮子の追跡が困難、②旗の向きによっては撮影

画像上の投影面積が小さく視認が困難、③河道中央

部では視認が概ね容易であったが河岸近傍の影に

なっている範囲や植生の付近では視認が困難、が挙

げられる。浮子流下状況を視認できないことへの対

応策としては、第 1 見通断面近傍の浮子流下速度を

算出し、第 1 見通断面での流量のみを算出すること

で画像解析法による流量算出が可能になるものと考

えられる。 
4．4 STIV 法の適用性の検討 

○

○

△
×

標準プリセット＝
画像解析プリセット

19基（25%）

横断方向の画像解析
プリセットを設定可能
40基（53%）

上下流方向の画像
解析プリセットを
設定可能
11基（15%）

支障物等により，画像解
析プリセットが設定困難
5基（7%）

 
図-18 CCTV カメラの画像解析プリセット結果 
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図-19 上下流方向の画像解析プリセットの一例 

 



4．4．1 STIV 解析による流速解析結果 

75 観測所のうち、今年度出水記録のあった 15 観

測所映像を対象に STIV 解析を行った事例を以下に

示す。解析に使用したソフトウエアは KU-STIV（㈱

ビィーシステム製）であり、特別な記述がない限り、

ノイズ除去および流速検出を自動的に行う

FFT-STIV12)を用いた。ここで、STIV の流速観測精

度の検証において、参照データとして浮子観測値を

用いているが、STIV 解析エリアと浮子流下区間には

空間的なズレがあり、また、双方とも更正係数を乗

じることにより水深平均化処理を施していることに

注意されたい。以下には、肝属川王子橋観測所（平

成 26 年 6 月 27 日）、大淀川岳下観測所（同上）、山

国川柿坂観測所（平成 26 年 7 月 3 日）の結果を例示

する。 
 

1) 肝属川王子橋観測所（CCTV、日中） 
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（a） 8/30 16:21 
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（b） 8/30 23:31 

図-20 ビデオカメラ動画を用いた浮子 PTV 法例 
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図-21 浮子測法と浮子 PTV 法の浮子流下速度比較図 
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図-22 流量比較図 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



はん濫注意水位程度の洪水における解析対象画像

と STIV による流速解析結果を図-23 に示す。同図に

は、浮子測法の結果を合わせて示した。これより、

本地点において、浮子と STIV の流速は概ね良好に

一致している。 
2) 大淀川岳下観測所（CCTV、夜間） 
はん濫注意水位程度の出水における解析対象画像

と STIV による流速解析結果を図-24 に示す。ここで

も、浮子観測結果を合わせて図示した。なお、出水

のピークが夜間であったため、橋梁の街路灯を光源

として解析を行った。流速横断分布は、CCTV カメ

ラが設置されている右岸側では STIV 流速値は浮子

測法と概ね一致するが、対岸側を中心に過大評価と

なる。STI を見ると、カメラ近傍側では明瞭な斜め

模様が視認できるが、カメラ対岸側では視認困難で

あり、かつ、CCTV カメラの露出調整と推察される

横方向の縞模様が卓越している。 
以上に示すように、夜間などの特異な環境下にお

いては、ノイズ等によって、STIV 流速値に異常が含

まれる可能性がある。このため、解析結果の照査と

して、元画像および STI の品質・状態チェックによ

り、STIV 解析異常値を棄却する必要がある。また、

必要に応じて手動解析（Manual-STIV）を実施する。

さらに、欠測データ数が多く、十分な精度で流量算

出が困難な場合などは、DIEX 法 1)などの流速内外挿

手法を併用することで横断面全体の流速および流量

を算出することが必要となる。 
3) 山国川柿坂観測所（遠赤外線カメラ） 
水防団待機水位を超過し平成 26 年度最高水位を

記録した 7 月 3 日洪水ピーク時における解析対象画

像と STIV による流速解析結果を図-25 に示す。STIV
解析結果としては、Manual-STIV と FFT-STIV の結

果を示しており、後者については、検査線長・検査

時間を変化させて 2 ケース解析を行い、その結果の

STI 画像を図-26 に示す。検査線長 10m、検査時間

60 秒とした Case1 では、流速分布に大きな乱れが認

められた。一方で、検査線長 18m、検査時間 15 秒

検査線

標定点
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（b）流速横断分布 

 
（c）STI（左から，y=25m，y=64m） 

図-24 大淀川岳下観測所（6 月 27 日 20:41） 
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（b）流速横断分布 

図-23 肝属川王子橋観測所（6 月 27 日 19:38） 
 



とした Case2 では、 FFT-STIV の解析結果は

Manual-STIV と良好に一致した。Case1、2 では、STI
の縦横比がそれぞれ 14.4、2.0 であり、極端に縦横比

が大きい場合には自動解析が正常に行われないこと

が示唆された。なお、出水規模が小さかったため浮

子観測は実施されておらず流速値の検証はできない。 
4．4．2 浮子測法との流量比較 

CCTV カメラと浮子による同時観測に成功した 4
観測所を対象に、STIV による流速計測値から流量を

区分求積で算出した結果を図-27 に示す。浮子測法

と STIV による流量算出値は概ね一致している。流

量規模が 100 m3/s 程度では、数 m3/s の流量誤差が比

較的大きな相対誤差として現れる。浮子測法の流量

値は、浮子流下軌跡や更正係数による誤差が含まれ

るため、参考値として評価されたい。 
 

5．設置型流量観測技術の総合的な技術活用ガイド

ライン（案）の提案 
本ガイドラインは「流量観測の高度化マニュアル

（高水流量観測編）」として 2013 年 10 月よりオンラ

イン上に公開されており、2016 年 6 月までに 2 度修

正を行っている 13)。初版の内容とその後の修正内容

は次の通りである。 
5．1 ver1.0（H25.10 発行） 
 初版では、aDcp、固定設置型流速計（H-aDcp、固

定式電波式流速計、画像解析）、可搬型電波式流速計

に関する概要や計測値を用いた流量算定の手法を示

した。 
5．2 ver1.1（H27.8 発行） 

ver1.0 から大きな加筆は無いが、頂いたご意見や、

現場での実装事例を参考にしながら、表現の修正を

行った。 
5．3 ver1.2（H28.6 発行） 
画像解析に関する章を新たに追加した。この章は、

九州地方整備局・北陸地方整備局の業務によって作

成されたガイドラインに基づくものである。 
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図-27 STIV と浮子測法の流量比較 
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（b）流速横断分布 

図-25 山国川柿坂観測所（7 月 3 日 11:01） 
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図-26 山国川柿坂観測所における STI の形状 



 

 
図-28 「流量観測の高度化マニュアル（高水流量観測編）ver1.2」の表紙 
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